














































































２　ワーカーズコープについては日本労協連 HP https://jwcu.coop/ （2020 年 1 月３日閲覧確認）、ワーカーズ・コレクティブについては東京ワーカーズ・





































































































６　高橋巌（2019a）「社会連帯と協同組合－社会的連帯経済と日本の協同組合の将来－」『協同組合研究』日本協同組合学会 ,39 巻２号 ,pp. 28-36。近年注目さ
れるSDG'sと協同組合の関わりについては、同（2019b）「スペインの多様な協同組合－ SDGsを担う主体としての事例」『BIOCITY』ブックエンド ,78 号 ,pp.36-42。
７　日本農業新聞 ,2019 年４月19 日 , 及びその後の関係者ヒアリングによる。
８　高橋（2019b）ほか、廣田裕之（2016a）『社会的連帯経済入門－みんなで幸せに生活できる生活システムとは』集広社 , 同（2016b）「カタルーニャ州における連













































































































10　Co-operative Housing Internasional-HP, https://www.housinginternational.coop/co-ops/spain/ （2019 年７月 17 日閲覧確認）。
11　WIKIPEDIA「スコッター」https://ux.nu/2oNlU （2020 年 1 月 20 日閲覧確認）。




















































14　https://www.canbatllo.org/ （2020 年 1 月 20 日閲覧確認）。また、廣田裕之（2019）「移民向けの社会的連帯経済を考える」 













































































15　https://ux.nu/Loqyq（2020 年１月 20 日閲覧確認）。
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占拠地が地域住民のための活動になっているかどう
か、それによる支持があるか否かなどが影響している
のではないかと考えられた。いずれにしても、こうし
た自主的な地域自治が、協同組合の隆盛にもつながっ
ているとみられる。
日本における協同活動による「空き家
総有管理」の可能性－問題提起－４
スペインのような「オクパ」は、法制度上も運動的に
も日本では現実的に不可能である。しかし一方で、「空
き家増加問題」とその「管理主体が不在の状況」は、地
域の切実な問題として解決が迫られている。ここでは、
協同組合が「改正土地基本法」下での「阻害要因」16解
決の一助となり得るかを検討したい。
（１）既存協同組合と町会・自治会の連携
この間、整備された新法等（所有者不明土地の円滑
化等に関する特別措置法／都市再生特別措置法／改
定社会福祉法）によって、「空き家総有管理」について
の可能性は高まっており、適切な中間組織の運営に
よって問題解決の可能性は高まったといえる。しか
スやバル（居酒屋）、古着の交換スペースをつくった
りと、安定的に運営されていた。
④ オクパの各事例から確認できたこと
先に述べたように、2008年以降のスペインでは経
済危機が深刻であって、倒産企業が放棄した事業所や
工場、土地や所有者が不明となった住宅などの不動産
が多数存在した。このようななかでは、仮に占拠状態
であっても、地域がそれを認め整然と管理されている
のであれば、行政にとっても混乱を惹起して退去を強
制することが必ずしも得策とはいえない。実際、占拠
が継続する事例のなかには、行政等が占拠者の「実効
支配」を追認し賃貸契約を結ぶなど、合法的な不動産
に移行する事例も少なからず存在するようである。
以上、筆者の限られたヒアリング事例からではある
が、次の点が確認できた。まず、「占拠」が持続され地
域での「総有」を実現できている背景には、地域の市
民が「お上」に頼らず地域で自主的に助け合い行動し
ていくことによって、いわば占拠地の「実効支配」を
確立し、それを行政にも認めさせていくというプロセ
スがあることである。特に、合法的な不動産への移行
を実現したケースでは、占拠している集団・団体と自
治会（地域組織）や周辺地域住民との関係や相互理解、
（資料）https://www.jakanagawa.gr.jp/jagk/topics/kyougikai_hossoku.html（2019年５月15日閲覧確認）。
図　神奈川県協同組合連絡協議会
16　桑原洋一（2019）「『互近所エリア』形成の提案－個人情報保護に配慮した住区マネジメント・プラットフォームの提案－」第７回 CUC 政策研究フォー
ラム資料。
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し、各方面で指摘されるとおり、現状の町会・自治会
などが直ちにその中間組織の主体となることは困難で
あろう。こうしたなか、地域には、協同組合をはじめ
NPO など様々な地域組織が存在する。たとえば、農
協女性部や農協系社会福祉法人による高齢者支援等の
諸活動をはじめ、労協連によるワーカーズコープ、生
活クラブ生協によるワーカーズ・コレクティブなどの
高齢者・障がい者支援、地域自立支援などに関する諸
活動のネットワークなど、枚挙に暇がない。特に地域
福祉に関与する協同組合ネットワークを、「空き家総
有管理」にも活用すべきではないか。スペインの事例
を通して確認できたのは、地域・地区に根ざした自発
的・内発的な組織が実効的な活動実績を積み重ねれば、
行政はそれを認めざるを得ないことである。この点に
関しては、行政によって濃淡はあれど、日本も同様で
あろう。すなわち、自発的な組織的である各協同組合
等の豊かな実績を活用しながら、町会・自治会との連
携まで拡大し、「空き家総有管理」につなげることは十
分可能であろう。
その際、既存協同組合の側も柔軟な対応が必要であ
るし、協同組合側の組織連携によって、様々な問題を
クリアする必要も出てこよう。たとえば、神奈川県で
は、図にあるように、ネットワーク組織「神奈川県協
同組合連絡協議会」がつくられ（図）、協同組合の有機
的な連携が図られており、広範な分野で事業連携の可
能性を有している。ここに「空き家総有管理」の課題
を組み込むことの可能性も、検討する必要があるので
はないだろうか。
（２）喫緊の課題である「労協法制化」と、新たな住宅
協同組合の可能性
労協の法制化は長年の懸案となっているが、この法
案が成立すれば、現在社会福祉や地域事業などで担わ
れている労協等の事業体だけでなく、各地で問題に
なっている飲食店廃業などでも、後を継ぐ従業員が共
同出資して協同組合として維持するなど、個人経営の
店舗の「のれん」や、個人経営企業の存続を図ることが、
今よりも容易になると考えられる。中小企業が多い業
界や地場産業の再生産にもつながる労協法の成立は、
日本の地域経済のためにも、重要な課題なのである。
そして「総有」の領域では、地域の空き家管理、不
動産・住宅部門での協業や共同事業、あるいは空き家
を活用した小規模デイサービス等福祉事業・活動など
において、営利目的の株式会社か、あるいは社会福祉
法人、中協や NPO 等で対応している事業が、現在よ
りもはるかに容易・弾力的に、小規模共同出資事業と
して、展開の可能性を持つと考えられる。「空き家総
有管理」に関する新法を労協と接続させたグランドデ
ザインの検討が急がれるゆえんであり、そのためには
「総有」関係者が、労協法関係団体・協同組合諸団体
との情報交換・連携を推進することが喫緊の課題であ
る。
将来的には、スペインの住宅協同組合のような組織
と事業も展望すべきであろう。営利を目的としない非
営利事業体である協同組合こそ、「総有」の領域には最
もふさわしい組織体であるはずだからである。
（３）中山間地域における空き家活用方策の検討を
最後に、筆者が学生実習や農村調査で訪問すること
が多い中山間地域について述べたい。その一つである
山口県周防大島町では、急激な過疎化・高齢化が進行
し空き家も急増している。一方で、価値感やライフス
タイルの多様化や町の対策もあり、近年 I ターン移住
者が増加している。しかし、それらの空き家を I ター
ン移住者のために活用することは、都市以上に容易で
はなく、地元ではその対応に苦慮している。これには、
所有者の強い家産意識や、盆暮正月の帰省時の利用に
より他人に貸せないこと（位牌が残されているケース
も多い）、さらに自治体・地域組織のマンパワー不足
など多くの要因がある。
もとより意識の変革は容易ではないが、システムの
整備により解決できる問題も少なくないはずである。
日本の国土の大半は中山間地域であって、このことは
日本における「総有」の重要な検討課題といえ、地域
に密着した既存協同組合や、住宅に関する新たな協同
組合の役割発揮など、問題解決に向けた検討が急務と
いえる。
